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2013 年 6 月 11 日 

 

開発途上国において商品購入と社会課題解決をマッチングさせる 

マーケティングプログラムを開発 

 

 株式会社電通（本社：東京都港区、社長：石井 直）は、開発途上国の社会課題と企業の商品

をマッチングさせることで、現地への市場参入を目指す企業のマーケティング活動を支援する

プログラム「d-IMPACT（ディー・インパクト）」（Dentsu-Inclusive Marketing Platform with 

Applied Communication Tool）を開発しました。 

 

 本プログラムの特徴は、エンタテインメントと教育の融合を図った「エンターテイメント・

エデュケーション」※１という手法の活用にあります。「エンターテイメント・エデュケーショ

ン」とは、映像などを通して、人々の行動や社会生活をより良い方向に変化させていく取り組

みで、開発途上国における感染症予防などの啓発活動に用いられています。 

 

当社はこの「エンターテイメント・エデュケーション」をマーケティングの観点から捉え直

し、開発途上国が抱える社会課題と企業の商品をマッチングさせることで、社会課題の解決と

生活者による商品の購入を同時に実現していくプログラムを開発しました。 

ターゲットとなる生活者自身の啓発につながるリアルなコミュニケーションの場を設定し、

「エンターテイメント・エデュケーション」を実施していきます。現地で社会課題となってい

る保健衛生や健康・栄養問題などについて楽しく学んでもらいながら、そうした課題の解決に

つながる商品に触れ、実際に利用できる仕組みを構築します。生活者は商品に関する開発意図

や効能などを知ることで、企業や商品への理解を深め、やがてその商品を購入するようになる

という仕組みです。 

当社オリジナルのプログラムである「d-IMPACT」は、こうしたコミュニケーションの仕組

みを活用することにより、生活者の潜在ニーズを引き出したり、生活者に持続的な購入を促し

たりするといった、開発途上国で企業が直面するさまざまなニーズをサポートしていきます。 

 

 こうした取り組みは第三者からも評価されており、このたび当社は、JICA（国際協力機構）

が 2013 年から 2015 年にかけて実施する「映像コンテンツを活用した、BOP ※２層参加型の保

健医療知識啓発、改善行動促進事業協力準備調査（BOP ビジネス連携促進）」を受託※３してお

ります。本調査は「d-IMPACT」の仕組みを活用し、インドの２都市４村で、近い将来消費の

ボリュームゾーンになると予想される BOP 層を含む「新中間層」をターゲットに実施し、地域
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住民の意識改革を促していきます。調査の実施に当たっては、新興国市場への進出支援サービ

スと現地でのマーケティング支援を行う株式会社チェンジ（本社：東京都渋谷区、代表取締役：

神保 吉寿、福留 大士）と協働します。 

 具体的には、都市に近接した農村部に移動映画館を開設し、地域住民を集客した上で、日本

映画（実写版「鉄人 28 号」の予定）などのコンテンツと同時に、保健衛生・健康知識と商品を

関連付けた教育コンテンツを上映します。その後、会場でサンプリングや体験会を行うととも

に、新たな購買機会の創出や販路の開拓を行っていきます。 

 

なお、本調査に参加した企業には、インド市場に関する最新レポートと商品サンプリングの

結果および受容性調査の結果をご提供いたします。また、ご要望がある場合は、商品導入に向

けたアクションプランや各種コミュニケーション施策の提案など、現地進出に向けた事業計画

の策定からその事業化までを総合的にサポートしてまいります。 

 

 

※１ 映像や音声などのエンタテインメントを融合することで、学習効果を高め、同時にさまざまなメディアを活用し社会規

範に働きかけ、個人の行動変容を複合的なレベルで促すコミュニケーション戦略。海外では 1990 年代から研究と活用

が進み、アービンド・シンハル氏（テキサス大学エル・パソ校コミュニケーション学部教授、クリントン公共サービス

スクール客員上席研究員）はインドでフィールドをもち世界的に研究・実践を牽引している。日本ではまだ新しい領域

であるが、河村洋子氏（熊本大学政策創造研究教育センター准教授）がシンハル氏とも連携しながら実践的研究を推進

している。 

※２ Base Of the Pyramid（ピラミッドの基底部）の略。一人当たりの年間所得が 2002 年購買力平価で 3,000 ドル以下の

階層であり、全世界人口の約 7 割である約 40 億人が属するとされる。 

※３ JICA（国際協力機構）がアジアやアフリカなど最貧困層の生活向上につながるビジネスに対し、事業化のための準備 

調査費を支援。 

 

以 上 

 

【リリースに関する問い合わせ先】 

株式会社電通 

コーポレート・コミュニケーション局 広報１部  渓 TEL：03-6216-8041 

 

【事業に関する問い合わせ先】 

株式会社電通 

ソーシャル・ソリューション局 

ソーシャル・デザイン・エンジン部  赤羽 TEL：03-6216-8822 

ライフ・イノベーション部      石井 TEL：03-6216-8823 

第 4CR プランニング局          加形 TEL：03-6216-8258 

 


